
重点施策４

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１８年度）その１

●重点施策のめざす方向（成果）

●実施方法

プロジェクト実施体制

リーダー 総務部長

メンバー

教育施設課長、
指導課長、生涯
学習推進課長、
企画課長

「地域に開かれた学校施設」にする

地域の子どもや市民が、コミュニティの拠点としての学校で、様々な学習や活動を
行なうようになる。

・学校の施設整備や耐震性確保を進める
・学校の適正規模・適正配置を進める
・学校と他の公共施設との連携を進める

重点施策４

重点施策の評価

●重点施策の達成状況・総合評価

●課題・問題点

・学校施設の改築事業としては、橘中学校が保育所併設型で完成した。また、東門前小学校は,わく
わくプラザを併設した学校として工事着工した。
・学校施設の新築事業としては、（仮称）はるひ野小・中学校の平成２０年度開校を目指してPFI手法
により工事に着手した。
・校舎の耐震化については、３５棟で工事（２棟は解体）を実施し、２５棟で耐震補強工事の実施設計
を行い、校舎及び体育館の耐震化率が８７．３％に達した。校舎の耐震補強工事については、総合計画
上の工事完了年度を１年前倒しし、平成２０年度工事完了を目指す。また、耐震補強工事が不可能な学
校については、大規模改修工事の中で、平成２２年度までの工事着工を目指す。
・学校の適正規模・適正配置については、白山中学校と王禅寺中学校、白山小学校と王禅寺小学校の統
合が決定した。また、新たに適正規模化に向けて、桜本小学校・東桜本小学校・桜本中学校の検討委員
会を設置した。
・高津中学校、久本小学校、土橋小学校では、地域人材を活用した学校の地域管理業務を実施した。
（合計３校で実施）
・学校施設の有効活用では、学校図書館を新たに２校開放し、１７校で開放を行い、学校施設の中の生
涯学習拠点を整備した。

・老朽化している校舎については、大規模改修を行う際、校舎の長寿命化を図るための整備内容につい
て学校ごとに検討する必要がある。
・大規模集合住宅の建設等により、児童生徒の急増地域が発生している。そのため、急増している学校
では、校舎の改修や増築が必要となる。
・学校施設の有効活用を推進していく上で、管理運営手法やセキュリティ対策等の課題がある。

川崎市教育改革推進協議会による意見

・学区の設定については、地域の団体が関わっており、選択できるエリアから多くの児
童が流れる可能性を事前に指摘している。学区の設定に際しては、ぜひ地域を巻き込ん
でリサーチしてほしい。



重点施策４

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１８年度）その２

・ 老朽化校舎の整備については、子どもが安全で快適に学ぶための環境を整備していくとともに、地
域住民や保護者が、安全で利用しやすいコミュニティの拠点として活用していけるよう、計画的に進め
ていく。
・既存教室の冷房設備設置については、コストや環境に配慮しながら検討を進めていく。
・学校の適正規模・適正配置については、過大規模校や小規模校の解消に向けて、引き続き検討を進め
ていく。
・学校図書館有効活用事業として、新たにモデル校（３校）で図書の一般貸出を実施する。

重点施策の見直し方針

●次年度以降に向けた見直し方針
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●展開する事業の進捗状況（事業目標）

進捗状況１

橘中学校着工 橘中学校校舎完成
東門前小学校着工
東生田小学校実施設計

事業目標１
●橘中学校着工
改築の実施

東門前小学校着工 １校着工

進捗状況２

御幸小学校大規模改修基本構想
完了

御幸小学校大規模改修実施設計
新城小学校大規模改修基本構想
宮内小学校大規模改修基本構想
田島中学校大規模改修基本構想

事業目標２
大規模改修による校舎リニューア
ルの実施

進捗状況３
土橋小学校新築完成 開校

事業目標３
（仮称）土橋小学校の新築 開校

事業名 ①計画的な学校施設の整備 所管部署 教育施設課

事業の概要
　学校と地域で共に利用できる、より安全で快適な教育環境を目指して、学校の適正規模・適正配置を踏ま
えた新築・改築・改修を行います。

年　　度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度

事業目標４
黒川地区小・中学校の新築
ＰＦＩ事業による整備実施方針発表
事業者提案

事業者選定
契約

工事

進捗状況４

黒川地区小中学校新設事業実施
方針公表（平成１７年６月２１日）

事業者選定
契約
着工

事業名 ②校舎の耐震性の確保 所管部署 教育施設課

事業の概要
　児童生徒の安全を確保するとともに、コミュニティの拠点や地域の防災拠点として、安心して学校施設を利
用してもらうために、校舎の耐震補強工事を行います。「※棟数のカウント方法を文部科学省に統一（体育
館を含む。）●は従来のカウント方法、☆が新 H18.6.21」

年　　度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度
●１３８棟

☆１７８棟

進捗状況

☆１２０棟 ☆１５５棟

事業目標

●７８棟（耐震補強工事実施済棟数）
新耐震基準設計適用外の校舎の
耐震化
☆１２０棟

●１０８棟

☆１５５棟
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進捗状況１
●１５校で実施 ●17校で実施

事業目標１
●１５校で実施
図書館パートナーの配置による学
校図書館の有効活用

Ｈ１７の実施結果に基づき推進

進捗状況２
●モデル実施3校 ●モデル実施１校

事業目標２
●モデル実施７校
市民主体による学校施設の有効活
用

モデル実施　１４校 本格実施　１４校

事業目標３
有効活用に必要な施設整備

事業名 ③学校の適正規模・適正配置 所管部署 企画課

事業の概要
　児童生徒数の増減に地域差があり、学校の規模別格差が広がってきています。そのため、社会・地域の
実情を考慮し、学校の適正規模・適正配置を推進し、子どもたちの良好な教育環境を確保していきます。

年　　度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度

事業目標

早急な検討が必要な過大規模校５
校、小規模校６校について、行政区
ごとに検討委員会、検討部会を設
置して適正規模化へ向けた検討を
行う。

進捗状況

小規模校のうち、河原町小学校
は、御幸小学校に統合。大規模校
のうち富士見台小学校、鷺沼小学
校は、土橋小学校の開校により過
大規模解消。

検討委員会を経て方針決定（小規模校5
校、過大規模校3校）。このうち、白山中学校
は王禅寺中学校と、白山小学校は王禅寺
小学校と統合決定。　新たに桜本小学校、
東桜本小学校、桜本中学校の適正規模化
に向けて検討委員会を設置した。

事業名 ④学校施設の有効活用の推進（重点施策5-④） 所管部署 生涯学習推進課

事業の概要
　再転用可能教室・特別教室等の有効活用により、学校施設の中に生涯学習や市民活動、総合型地域ス
ポーツクラブ等の拠点を整備し、市民の学習や活動の場に対するニーズに応えていきます。

年　　度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度

●新規整備なし
進捗状況３

有効活用に必要な施設整備７校

事業名 ⑤他の公共施設等との合築・複合化の推進 所管部署 教育施設課

事業の概要
　学校施設と保育所やデイサービスセンターなどの公共施設等を合築・複合化することにより、子どもたちの
活動の幅を広げます。また、学校を夜間や休日も活用できる施設として整備し、学校の地域拠点化を進めま
す。

年　　度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度

事業目標

新・改築に伴う複合化の推進

進捗状況

川中島中学校改築に伴う保育園の
併設（完成）
橘中学校改築に伴う保育園の併設
（着工）

橘中学校改築に伴う保育園の併設
（完成）
東門前小学校改築に伴うわくわくプ
ラザの合築（着工）
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事業名
⑥学校施設・社会教育施設・市民利用施設
のネットワーク化（重点施策5-⑤）

所管部署 生涯学習推進課、文化財課、ス
ポーツ課

事業の概要
　市民館をはじめ、図書館やスポーツセンター、こども文化センター、老人いこいの家、学校施設等の市民に
身近な施設を、生涯学習やコミュニティの拠点として位置付け、地域の実情に応じてより有効に活用できる
ように、ネットワーク化を図ります。

年　　度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度

事業目標

利便性アップに向けた全庁的な検
討

順次改善

進捗状況
市民局を中心に区レベル及び地域
レベルにおける市民活動支援拠点
の整備について協議

継続協議

事業名 ⑦地域教育サポーター制度（重点施策6-④） 所管部署 生涯学習推進課

試行の結果に基づく展開

事業の概要
　中学校区地域教育会議の運営支援や学校施設の有効活用の推進、学校における地域人材の活用促進
など、学校と地域の連携を推進する新たな担い手として、地域教育サポーター制度を構築します。

年　　度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度

進捗状況
地域教育力の強化に向けた体制
整備に関する庁内検討を実施

各区の生涯学習推進体制整備の
中に位置づけていくよう庁内検討を
実施

事業目標

サポーター制度の導入に向けた検
討

試行
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●総合計画における関連事務事業経費等 (千円)

重点施策４

平成17-19年度
合計

14,649,436

16,321,732

「地域に開かれた学校施設」にする

平成17年度 平成18年度 平成19年度

12,217,295 38,058,592

41,137,05811,404,427 15,083,195　事業費

　計画事業費 11,404,427 14,436,870

　決算額

　予算額
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かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１８年度）その３

●「指標」と「展開する事業」の関連図

①計画的な学校施設の整備

②校舎の耐震性の確保

（①計画的な学校施設の整備）
③学校の適正規模・適正配置

④学校施設の有効活用の推進(重点施策５－④)

⑤他の公共施設等との合築・複合化の推進
⑥学校施設・社会教育施設・市民利用施設のネットワーク化

⑦地域教育サポーター制度(重点施策６－④)

※実線枠の指標は、「かわさき教育プラン」に例示されている重点施策の成果指標
　破線枠の指標は、重点施策を評価するために補足設定した指標

(重点施策５－⑤)

「地域に開かれた学校施設」にする重点施策４

学校施設の耐震化率

学校教育ボランティア
　コーディネーター配置校数

学校施設と社会教育施設・
市民利用施設との
複合化数

適正規模の学校数

学校施設の利用者数



重点施策４

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１８年度）その４

●「かわさき教育プラン」に例示されている指標の推移（上段：教育プラン値　下段：現状値）

●重点施策を評価するために補足設定した指標の推移（上段：目標値　下段：現状値）

指標名 適正規模の学校数 数値の出典 －

115校 １１３校

－ －目標値 －

現状値 110校

適正規模（１２～２４クラス）の小中学校の数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

－ －

数値の出典 －

目標値 －

現状値 1件 2件 3件

指標の定義
・指標式（単位）

学校施設と市民館、図書館、スポーツセンター、保育園、老人いこいの家等の施設と複合化した数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

－ － － －

教育プラン値 －

指標名
学校施設と社会教育施設・市民利用施設
との複合化数

指標の定義
・指標式（単位）

現状値
約１７０万人
（１５年度）

約１８６万人 約201万人

指標の定義
・指標式（単位）

学校施設の有効活用事業において、学校の図書館、体育館、校庭、特別教室などを利用する市民の数
（延べ人数）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

指標名 学校施設の利用者数 数値の出典 -

－

７３％

７６％

８０．７％

８６．６％８１．３％

９３．４％ １００％(H22完了）

「地域に開かれた学校施設」にする重点施策４

指標名 －

教育プラン値

現状値

１７６万人 １８３万人 １９１万人 ２００万人

８７．３％

１００％(H21完了）

平成26年度

指標の定義
・指標式（単位）

学校施設の耐震化率

平成16年度

耐震性を確保した校舎・体育館の割合

数値の出典

平成19年度平成18年度平成17年度

指標名
学校教育ボランティアコーディネーター
配置学校数

数値の出典 －

－ 1２０校

指標の定義
・指標式（単位）

学校教育ボランティアコーディネーター配置学校数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

1３０校 1６５校

現状値 － １１２校 １２１校

目標値 －

修正目標値 － － ８７．８％

１９１万人 ２００万人修正目標値 － － １８７万人


